
 

 Ⅴ 健康福祉課 

 

 

 
 

 

 

（１）概要 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）にお 

いて、生物テロに使用される恐れのある病原体及び毒素（以下病原体等）については、病原 

性や国民への生命及び健康に与える影響等に応じて一種から四種に分類され、病原体等の所 

持等に係る基準を設けています。 

東北厚生局では、管内の三種病原体等の所持者からの届出業務及び三種病原体等所持施設

への立入検査による基準の遵守状況の確認業務を行っています。 

 

（２）実績                                 （単位：件） 

 

 

 

 

 

（１）概要 

児童扶養手当法（昭和36年法律第238号）に基づく児童扶養手当は、父又は母と生計を同じ

くしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立を促進するため設けられた制度で

あり、児童扶養手当支給事務は、都道府県及び市区町村が行っています。 

東北厚生局では、管内の都道府県及び市町村に対し、児童扶養手当制度の円滑な実施を図

ることを目的に、児童扶養手当支給事務に関する指導（技術的助言）を行っています。 

 

（２）実績                                 （単位：件） 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

三種病原体等所持届

出書の受理 
0 0 0 0 0 

三種病原体等所持届

出変更届出書の受理 
 1 3 1 1 0 

三種病原体等輸入届

出書の受理 
0 0 0 0 0 

三種病原体等所持施

設への立入検査 
2 2 1 2 1 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

指導自治体数 11 12 8 6 6 

健康福祉課は、地域の皆様が安心して暮らすための健康福祉サービスが提供されるよう、

補助金の交付等を通じて生活環境や社会福祉基盤の整備に取り組んでいます。 

また、栄養士、介護福祉士等の資格取得を目指す方を養成する施設の指定及び指導監督業

務を行っています。 

１ 感染症法に基づく病原体等の管理等に関する業務 

２ 児童扶養手当支給事務に関する都道府県及び市町村の指導（技術的助言）に関する業務 
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（１）概要 

民生委員は、民生委員法（昭和23年法律第198号）の規定により、都道府県知事（指定都市、

中核市の長を含む）の推薦によって厚生労働大臣が委嘱し、福祉事務所等関係行政機関に対

する協力事務等を行っている民間の奉仕者です。住民の福祉の増進に努めることを任務とし、

要保護者の保護指導、地域住民の生活状況の把握、福祉施設の業務への協力などを行ってい

ます。 

児童委員は、児童福祉法の規定により民生委員をもって充てられています。児童及び妊産

婦の福祉の増進に努めることを任務とし、児童および妊産婦の保護・保健などに関する援助・

指導を行い、児童福祉司や社会福祉主事の行う職務への協力などを行っています。 

また、主任児童委員は、児童委員のうちから厚生労働大臣によって指名され、児童委員の

職務について関係機関と児童委員との連絡調整並びに児童委員の活動に対する援助及び協

力を行っています。 

東北厚生局では、管内の民生委員・児童委員の委嘱及び解嘱、主任児童委員の指名並びに

表彰に関する業務を行っています。 

 

（２）実績                                （単位：件） 

 

（３）民生委員・児童委員委嘱者数〔令和３年３月31日現在〕           （単位：人） 

県・市名 
委 嘱 者 数 

県・市名 
委 嘱 者 数 

 うち主任児童委員  うち主任児童委員 

青森県 2144 177 八戸市 497 41 

岩手県 3078 294 盛岡市 585 56 

宮城県 2977 232 秋田市 674 71 

秋田県 2592 244 山形市 487 59 

山形県 2372 219 福島市 579 50 

福島県 2913 280 郡山市 611 69 

仙台市 1547 125 いわき市 651 65 

青森市 622 65 合計 22,329 2,047 

 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

民生委員児童委員委嘱 20,470 442 408 20,350 470 

民生委員児童委員解嘱 223 352 390 270 345 

主任児童委員指名 2,055 47 44 2,050 45 

主任児童委員指名解除 18 31 42 17 30 

感謝状の授与 4,778 148 155 4,898 139 

厚生労働大臣表彰個人 30 34 31 35 35 

厚生労働大臣表彰団体 4 4 4 4 4 

厚生労働大臣特別表彰 636 23 20 679 23 

３ 民生委員・児童委員の委嘱・解嘱及び主任児童委員の指名並びに表彰業務 
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（１）概要 

生活保護法（昭和25年法律第144号）の施行事務監査（医療扶助の適正化）は、都道府県、

指定都市及び中核市に対して、①自立支援医療の適用状況に関すること、②向精神薬重複処

方の改善状況に関すること、③指定医療機関に対する指導等の実施状況に関することを中心

に実施しています。 

東北厚生局では、管内の県、指定都市及び中核市に対し指導監査を行っています。 

 

（２）実績 

令和２年度は、東北管内６県、１指定都市及び８中核市に対し、指導監査を実施しました。 

 

 

 

 

 

（１）概要  

生活保護法に基づく指定医療機関に対する指導業務があります。また、生活保護の医療扶

助運営要領に基づき、国（地方厚生局）と地方自治体による共同指導を実施しております。 

東北厚生局では、管内の生活保護法に規定する指定医療機関に対し、国（地方厚生局）と

地方自治体による共同指導を実施しています。 

 

（２）実績 

毎年度、管内自治体と１件、共同指導を実施していますが、令和２年度は、新型コロナウ

イルス感染症拡大により中止となりました。 

 

 

 

 

 

（１）概要 

日常生活の需要を満たすための生活扶助をはじめとする居宅保護や、身体上又は精神上著

しい障害があるため、日常生活を営むことが困難な要保護者を入所させて生活扶助を行うこ

とを目的とした救護施設をはじめとする保護施設に対する指導監査は、生活保護法の規定に

基づき、保護施設の適正な運営の確保を図ることを目的として行っています。 

東北厚生局では、管内の都道府県、指定都市又は中核市が設置した保護施設に対し、概ね

４年に１回実地による監査を実施しています。 

（「保護施設一覧」は参考資料２（１）参照） 

 

（２）実績                                 （単位：件） 

※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大により中止となりました。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

保護施設に対する

指導監査 
0 1 0 1 0 

４ 生活保護の医療扶助の適正実施に関する指導監査に関する業務 

６ 保護施設に対する指導監査に関する業務 

５ 生活保護法指定医療機関に対する指導に関する業務 
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（１）概要 

生活保護法に基づく医療扶助のための医療を担当する機関又は介護扶助のための介護を

担当する機関は、病院、診療所、薬局、介護施設等の開設者からの申請により指定していま

す。 

東北厚生局では、管内に所在する国が開設した医療機関及び介護機関に係る指定、指定更

新、指定の取消、及び廃止・辞退、変更届の受理に関する業務を行っています。 

（「生活保護指定医療機関一覧（東北厚生局管内で国が開設するもの）」は参考資料２（２－１）、 

「生活保護指定介護機関一覧（東北厚生局管内で国が開設するもの）」は参考資料２(２－２)参照） 

 

（２）実績                                 （単位：件） 

 

 

 

 

 

東北厚生局では、次の専門職種に就くための資格又は受験資格等を得るための管内の養成

施設等について、申請に基づく指定の事務、変更の承認等の事務を行うとともに、指定基準

に係る関係法令等の遵守状況を実地に確認する指導調査をはじめ、養成施設等に対する監督

等の業務を行っています。 

（「東北厚生局の所管する養成施設等一覧」は参考資料２（３）参照） 

  

（１）あん摩マッサージ指圧師はり師きゅう師養成施設 

① 資格の概要 

あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師とは、あん摩マッサージ指圧師、はり師

及びきゅう師等に関する法律（昭和 22年法律第 217 号）に基づく資格であり、医師又はそ

れぞれの免許を受けた者でなければ、あん摩、マッサージ若しくは指圧、はり又はきゅう

を業としてはならないとされています。 

  

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

指定申請 0 0 0 2 2 

指定更新 3 21 0 0 0 

変更、廃止等届出

の受理 
25 3 9 10 5 

辞退の申出の受

理 
0 0 0 0 0 

指定の取消 0 0 0 0 0 

９ 各種養成施設の指定及び監督等に関する業務 

 
７ 生活保護法に基づく指定医療機関・指定介護機関の指定、監督等に関する業務 

８ 各種養成施設の指定及び監督等に関する業務 
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② 実績                                 （単位：件） 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

新規認定 0 0 0 0 0 

変更承認 1 1 0 0 0 

変更届出 1 0 1 0 0 

取消・廃止 0 0 0 0 0 

実地調査 1 1 0 0 0 

 

（２）管理栄養士養成施設 

① 資格の概要 

管理栄養士とは、栄養士法（昭和 22 年法律第 245 号）に基づく資格であり、管理栄養

士の名称を用いて、傷病者に対する療養のため必要な栄養の指導、個人の身体の状況、栄

養状態等に応じた高度の専門的知識及び技術を要する健康の保持増進のための栄養の指

導並びに特定多数人に対して継続的に食事を供給する施設における利用者の身体の状況、

栄養状態、利用の状況等に応じた特別の配慮を必要とする給食管理及びこれらの施設に対

する栄養改善上必要な指導等を行うことを業とする者のことです。 

 

② 実績                                  （単位：件） 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

新規指定 0 0 0 0 0 

変更承認 1 3 2 0 0 

変更届出 2 0 0 4 1 

取消・廃止 0 0 0 0 0 

実地調査 0 1 0 0 1 

 

 

（３）栄養士養成施設 

① 資格の概要 

栄養士とは、栄養士法に基づく資格であり、栄養士の名称を用いて栄養の指導に従事す

ることを業とする者のことです。 

 

② 実績                                 （単位：件） 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

新規指定 0 0 0 0    0 

変更承認 2 11 3 4 1 

変更届出 4 5 1 6 2 

取消・廃止 0 0 0 0 1 

実地調査 4 5 5 5 4 
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（４）介護福祉士養成施設等 

① 資格の概要 

介護福祉士とは、社会福祉士及び介護福祉士法（昭和 62年法律第 30号）に基づく資格

であり、同法第 42 条第１項の登録を受け、介護福祉士の名称を用いて、専門的知識及び

技術をもって、身体上又は精神上の障害があることにより日常生活を営むのに支障がある

者に対し心身の状況に応じた介護を行い、その者及びその介護者に対して介護に関する指

導を行うことを業とする者のことです。 

 

② 実績 

（介護福祉士養成施設等）福祉系高等学校等含む                （単位：件） 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

新規指定 0 1 2 0 0 

変更承認 1 0 2 3 3 

変更届出 41 23 54 53 44 

取消・廃止 1 1 0 1 0 

実地調査 5 5 5 6 4 

 

（実務者研修）                                （単位：件） 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

新規指定 1 2 1 0 0 

変更承認 0 0 0  0 0 

変更届出 1 0 0 1 0 

実地調査 0 0 0 0 1 

 

 

 

 

 

（１）概要 

社会福祉士及び介護福祉士法では、社会福祉に関する科目又は基礎科目を修了し、社会福

祉士又は介護福祉士の試験を受験しようとする者について、当該受験者の利便性に配慮し、

その修了した科目が基準を満たしているかどうかを個別に審査する手続きを省略できるよ

う、実習演習科目について、文部科学大臣及び厚生労働大臣による事前の確認を受けること

ができるようになっています。 

実習演習科目の確認を受けようとする者は、文部科学省及び厚生労働大臣に申請をするこ

とになっており、東北厚生局では、管内の当該実習科目の確認を行っています。 

  

９ 社会福祉に関する科目を定める省令第４条に規定する実習演習科目の確認に関する業務 
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（２）実績                                  （単位：件） 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

実習演習科目の確

認 
0 0 0 0 2 

変更届 46 32 39 34 37 

確認の取消 0 1 1 1 0 

 

 

 

 

 

東北厚生局では、管内の社会福祉士及び介護福祉士養成施設等から届け出される各種講習会

の実施届書、変更届書、実施報告書等の受理を行っています。 

 

（１）介護技術講習等に係る実施の届出等の受理 

① 概要 

介護技術講習会を実施する場合は、実施届を提出し、各講習会終了後には実施報告書を 

提出することになっています。 

     東北厚生局では、管内の介護福祉士学校から提出される介護技術講習会の実施届、変更

届、実施報告書及び修了者名簿等の受理を行っています。 

    

② 実績 

令和２年度の介護技術講習会実施届等受理の実績はありません。 

 

（２）社会福祉士実習演習担当教員講習会等の実施届の受理 

    ① 概要 

     社会福祉士養成施設、介護福祉士養成施設又は福祉系大学における専任教員等は、厚生

労働大臣が定める基準を満たす教員講習会の受講が必要な場合があります。 

     また、社会福祉士養成施設、介護福祉士養成施設、福祉系高校又は福祉系大学における

実習施設の実習指導者は、厚生労働大臣が定める基準を満たす実習指導者講習会の受講が

必要な場合があります。 

     講習会を実施する者は、厚生労働大臣に届け出ることになっています。 

東北厚生局では、当該講習会の実施届出等の受理を行っています。 

 

   ② 実績等 

令和２年度は、社会福祉士実習指導者講習会実施届を２件受理しています。 

また、介護福祉実習指導者講習会実施届を３件受理しています。 

 

（３）実務者研修教員講習会の実施届等の受理 

    ① 概要 

 介護福祉士実務者養成施設において、教務に関する主任者となる教員及び介護課程Ⅲを

10 各種講習会に関する業務 
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教授する教員は、厚生労働大臣が定める基準を満たす教員講習会の修了が必要な場合があ

ります。講習会を実施する者は、厚生労働大臣に届け出ることになっています。 

東北厚生局では、当該講習会の実施届出等の受理業務を行っています。 

 

② 実績 

     令和２年度は、実務者研修教員講習会実施届を 10件受理しています。 

 

（４）医療的ケア教員講習会の実施届等の受理 

① 概要 

  介護福祉士養成施設（実務者養成施設含む）において、医療的ケアを教授する教員は、

厚生労働大臣が定める基準を満たす教員講習会の修了が必要な場合があります。講習会を

実施する者は、厚生労働大臣に届け出ることになっています。 

東北厚生局では、当該講習会の実施届出等の受理を行っています。 

     

② 実績 

     令和２年度は、医療的ケア教員講習会実施届を 19件受理しています。 

 

（５）その他 

 実務者研修認定研修の実施届出書について受理し、その実施予定をホームページ上で公表

しています。 

 ※令和２年度の実績はありません。 

 

 

 

 

 

（１）概要 

     障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第 123号）

に基づく、障害者自立支援制度の円滑かつ適正な実施を図る観点から、管内の県、指定都市

及び中核市が行う障害福祉サービス事業者等の指定事務及び指導監査事務等に関する指導

助言を行うとともに、県の指導状況を確認するため市町村において実地検証を行っていま

す。 

    

（２）実績                                                     （単位：件） 

 平成 28年度 平成29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

実地指導 1 3県、3市 2県、3市 1県、2市 0 

実地検証 1 0 0 0 0 

   ※平成 29年度より、指定都市、中核市は「実地指導」の扱い。 

   ※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大により中止となりました。 

 

 

  

11 障害者自立支援指導に関する業務 
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東北厚生局では、次の補助金等について、管内の交付決定等の執行業務を行っています。 

 

（１）施設整備に係る補助金等について 

補助金等名 交付目的及び主な対象施設等 交付件数及び交付額 

保健衛生施設等

施設・設備整備

費国庫補助金 

 

都道府県等が設置する精神保健、精神障害及

び感染症の医療機関等の施設及び設備に要する

経費の一部を補助し、地域住民の健康増進並び

に疾病の予防及び治療を行い、もって公衆衛生

の向上に寄与することを目的とする。 

 

【施設整備】 

1.交付件数       8 件 

 

2.交付額   118,936 千円 

 

【設備整備】 

1.交付件数         25 件 

 

2.交付額    92,554 千円 

 

 

 

 保健衛生施設等

災害復旧費国庫

補助金 

  

都道府県等が設置する保健所、市町村保健セ

ンター、精神科病院等の保健衛生施設等が暴風、

洪水、高潮、地震、その他の異常な自然現象によ

り被害を受けた災害復旧事業に要する経費の一

部を補助することにより、公衆衛生の向上に寄

与することを目的とする。 

 

 

1.交付件数          4 件 

 

2.交付額    364,148 千円 

 

地域介護・福祉

空間整備等施設

整備交付金 

  

市町村が作成した先進的事業整備計画に基づ

く事業又は事務の実施に要する経費の一部に充

てるため、市町村に交付することにより、地域に

おける公的介護施設等の施設及び設備等の整備

事業を促進することを目的とする。 

 

○先進的事業整備計画分（主な対象事業） 

既存の小規模高齢者施設等におけるスプリン

クラー設備等整備事業、耐震及び水害対策強化

のための防災補強改修並びに利用者等の安全性

確保の観点から行う大規模修繕等を実施する事

業、既存高齢者施設等の防犯対策及び安全対策

を強化するために要する経費を支援する事業、

高齢者施設等における多床室の新型コロナウイ

ルスの感染拡大防止のための個室化改修支援事

業 など 

 

 

1.交付件数      116 件 

 

2.交付額    769,089 千円 

12 各地方厚生局に委任された補助金の交付等に関する業務 
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次世代育成支援

対策施設整備交

付金 

  

次世代育成支援対策推進法の規定に基づき、

児童福祉施設等の新設、修理、改造、拡張又は防

犯対策強化等の整備に要する経費の一部を交付

することにより、次世代育成支援対策を推進す

ることを目的とする。 

（対象施設） 

児童相談所一時保護施設、助産施設、乳児院、

母子生活支援施設、児童養護施設、情緒障害児短

期治療施設、児童自立支援施設、児童家庭支援セ

ンター、児童自立生活援助事業所、小規模住居型

児童養育事業所、婦人相談所一時保護施設及び

婦人保護施設、子育て支援のための拠点施設 

 

 

1.交付件数        22 件 

 

2.交付額     95,317 千円 

 

保育所等整備交

付金 

  

保育所等の新設、修理、改造又は整備に要する

経費、並びに防音壁の整備及び防音対策の強化

に係る整備に要する経費の一部を交付すること

により、保育所待機児童の解消を図ることを目

的とする。 

（対象施設） 

保育所、幼保連携型認定こども園等のうち保

育所機能部分、保育所分園 

 

 

1.交付件数        99 件 

 

2.交付額   5,789,834 千円 

 

社会福祉施設等

施設整備費国庫

補助金 

  

福祉各法に基づき、社会福祉法人等が整備す

る施設整備（創設、増築、増改築、改築、拡張、

防犯対策の強化に係る大規模修繕等）に要する

経費の一部を補助することにより、施設入所者

等の福祉の向上を図ることを目的とする。 

（対象施設） 

障害者（児）関連施設及び保護施設等 

 

 

1.交付件数         56 件 

 

2.交付額  1,729,788 千円 

 

社会福祉施設等

災害復旧費国庫

補助金 

 

  

福祉各法基づき、社会福祉法人等が整備した

施設であって、暴風、洪水、高潮、地震、その他

の異常な自然現象により被害を受けた施設の災

害復旧事業に要する経費の一部を補助すること

により、災害の速やかな復旧を図り、施設入所者

等の福祉を確保することを目的とする。 

 

 

1.交付件数        47 件 

 

2.交付額   1,105,978 千円 

 

-49-



 

（２）義務的経費に係る補助金等について 

補助金等名 交付目的及び主な対象施設等 交付件数及び交付額 

結核医療費国庫

負担金 

  

都道府県、保健所を設置する政令市及び特別

区が行う入院患者（勧告又は措置等）に対する医

療に要する経費等の一部を負担することによ

り、結核の予防及び結核患者に対する適正な医

療の普及を図りもって公共の福祉の増進を図る

ことを目的とする。 

 

 

1.交付先     6 県・9 市 

 

2.交付額  95,712,808 円 

結核医療費国庫

補助金 

 

都道府県、保健所を設置する政令市及び特別

区が行う一般患者に対する医療に要する経費等

の一部を補助することにより、結核の予防及び

結核患者に対する適正な医療の普及を図りもっ

て公共の福祉の増進を図ることを目的とする。 

 

 

1.交付先     6 県・9 市 

 

2.交付額  14,836,692 円 

原爆被爆者健康

診断費交付金 

  

都道府県、広島市及び長崎市が行う原爆被爆

者の健康診断等に要する経費を交付することに

より、被爆者の健康の保持及び向上を図ること

を目的とする。 

 

 

1.交付先        6 県 

 

2.交付額   5,007,465 円 

原爆被爆者手当

交付金 

  

都道府県、広島市及び長崎市が行う原爆被爆

者の医療特別手当、特別手当、健康管理手当、保

健手当並びに原子爆弾小頭症手当及びその支給

事業に要する経費を交付することにより、被爆

者の受療の促進、健康の保持増進を図ることを

目的とする。 

 

 

1.交付先        6 県 

 

2.交付額  118,475,735 円 

 

 

原爆被爆者葬祭

料交付金 

 

 

都道府県、広島市及び長崎市が行う原爆被爆

者葬祭料及びその支給事業に要する経費を交付

することにより、被爆者の精神的不安を和らげ

ることを目的とする。 

 

 

1.交付先        6 県 

 

2.交付額   9,409,128 円 

 

児童扶養手当給

付費国庫負担金 

 

 

都道府県又は市等が行う児童扶養手当及びそ

の支給に要する経費の一部を負担することによ

り、一人親家庭の生活の安定と自立の促進に寄

与し、もって児童福祉の増進を図ることを目的

とする。 

 

 

1.交付先     6 県 77 市 

 

2.交付額 11,869,162,644 円 
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特別児童扶養手

当事務取扱交付

金 

 

 

都道府県又は市等が行う特別児童扶養手当及

びその支給に係る事務の処理に必要な経費の一

部を交付することにより、精神又は身体に障害

を有する児童の福祉の増進を図ることを目的と

する。 

 

 

1.交付先  6 県 223 市町村 

 

2.交付額    93,977,561 円 

特別障害者手当

等給付費国庫負

担金 

 

都道府県又は市等が行う特別障害者手当、障

害児福祉手当等及びその支給に要する経費の一

部を負担することにより、精神又は身体に重度

の障害を有する者の福祉の増進を図ることを目

的とする。 

 

 

1.交付先     6 県 77 市 

 

2.交付額 3,028,425,688円 

婦人保護費国庫

負担金及び国庫

補助金 

 

都道府県及び婦人相談所を設置する市が行う

婦人保護等に要する経費の一部を負担及び補助

することにより、要保護女子の保護更生等及び

配偶者からの暴力被害者である女性の保護等を

図ることを目的とする。 

 

 

1.交付先        6 県 

 

2.交付額   199,046,917円 

 

児童入所施設措

置費等国庫負担

金 

都道府県及び市等が行う児童福祉施設等の運

営等に係る経費の一部を負担することにより、

児童とその保護者の生活の保障及び児童の健や

かな育成を図ることを目的とする。 

 

1.交付先    6 県 58 市 

 

2.交付額 

（保護費）7,181,559,351 円 

（医療費） 120,980,001 円 
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（１）概要 

厚生労働省が所管する施設の災害復旧費については、管内の保健衛生施設等及び社会福祉

施設等に関する一部の事務が本省から地方厚生局に委任されています。 

 

（２）実績 

東日本大震災に係る調査（査定）のほか、次表のとおり令和元年度に発生した台風 19号及

び令和２年７月豪雨で被災した施設等の早期復旧に向け、調査（査定）を実施しました。 

 

令和２年度調査（査定）実施分  災害別・自治体別内訳                    （単位：件）  

名 称 発生年月 岩手県 宮城県 山形県 福島県 計 

東日本大震災 平成 23年３月 0 2 0 1 3 

山形県沖地震 令和元年６月 0 0 1 0 1 

台風第１９号 令和元年 10月 0 17 0 5 22 

令和２年７月豪雨 令和２年７月 0 0 1 0 1 

 

 

 

（１）概要 

補助事業者等が、補助金等の交付を受けて取得した財産を、補助金等の交付の目的に反して

処分（目的外の使用、譲渡、交換、貸し付け、担保提供及び取り壊し）するに当たっては、あ

らかじめ各省各庁の長の承認を受ける必要があります。 

東北厚生局では、厚生労働省所管一般会計補助金等のうち、管内の社会福祉施設及び保健衛

生施設等に係る財産処分について、補助事業者等から提出される財産処分承認申請の承認を行

っています。また、承認した財産処分が完了した際の報告書を受理しています。 

 

（２）実績 

① 社会福祉施設等（承認）  

ア 承認事項                             （単位：件） 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

 

処 

分 

の 

種 

類 

転  用 1  4   1  6 13 

無償譲渡 12  4  10  5 4 

有償譲渡 2  3  2  2 2 

交  換 0  0  0  0 0 

無償貸付 1  0  0  2 1 

有償貸付 0  1  0  1 0 

取り壊し 3  4  7  2 6 

廃  棄 0  2  3  2 1 

抵 当 権 3  5  4  11 13 

合  計 

(国庫納付あり) 

22  

(5) 

23  

(10) 

27  

 (2) 

31 

 (5) 

40 

 (7) 

13 各地方厚生局に委任された災害復旧費に関する業務 

 

14 補助金等により取得した財産の処分に関する業務 
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    イ 包括承認事項                          （単位：件） 

 

② 保健衛生施設等  

 ア 承認事項                            （単位：件） 

 

    イ 包括承認事項                                                 （単位：件） 

 

 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

 

処 

分 

の 

種 

類 

転  用 41 15 42 15 19 

無償譲渡 10 8 18 2 9 

有償譲渡 0 0 0 0 0 

交  換 0 0 0 0 0 

無償貸付 4 0 3 0 3 

有償貸付 0 0 0 0 0 

取り壊し 3 5 1 0 2 

廃  棄 0 1 0 0 2 

抵 当 権 0 0 0 0 0 

合  計 58 29 64 26 35 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

 

処 

分 

の 

種 

類 

転  用 0  0  0 0 1 

無償譲渡 0  0  0 0 1 

有償譲渡 0  1  1 0 0 

交  換 0  0  0 0 0 

無償貸付 0  0  0 0 1 

有償貸付 0  1  0 1 0 

取り壊し 0  0  0 1 0 

廃  棄 0  0  0 0 0 

抵 当 権 1  0  0 0 0 

合  計 

(国庫納付あり) 

1  

(0) 

2  

(2) 

 1 

   (1)  

 2 

   (1)  

3 

     (0)  

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

 

処 

分 

の 

種 

類 

転  用 3  0  0 6 6 

無償譲渡 0  0  1 0 1 

有償譲渡 0  0  0 0 0 

交  換 0  0  0 0 0 

無償貸付 0  2  0 0 2 

有償貸付 0  0  0 0 0 

取り壊し 0  1  2 0 1 

廃  棄 0  0  0 0 0 

抵 当 権 0  0  0 0 0 

合  計 3  3  3 6 10 
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（１）概要 

平成 28 年 7 月 1 日に施行した中小企業等経営強化法により、中小企業等は人材育成、コス

ト管理のマネジメントの向上や設備投資等、事業者の経営力を向上させるための経営力向上計

画を作成し、事業分野別の主務大臣へ申請することにより、計画の認定を受けた事業者は、税

制や金融の支援措置を受けることが出来ます。 

東北厚生局では、管内の事業者からの申請の受付及び認定を行っております。 

 

（２）実績 

 
令和２年度 

申請数 112 件 

認定数 117 件 

  ※認定数には前年度申請（繰越）分を含む。 

 

15 中小企業等経営強化法に基づく経営力向上計画認定業務 
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